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平成22年２月４日 

 

各  位 

 

会社名 株式会社インターネットイニシアティブ 

代表者名 代表取締役社長 鈴木 幸一 

 （コード番号 3774 東証一部） 

問い合せ先 取締役 CFO 渡井 昭久 

 （TEL．03-5259-6500） 

 

 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 
 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社アイアイジェイテクノロジー

（以下、「IIJテクノロジー」といいます。非上場。）を吸収合併することを決議いたしましたので、下

記のとおりお知らせします。 

なお、本合併は、完全子会社を対象とする吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示し

ております。 

 

記 

 

１．合併の目的 

当社グループは、グループ一体として法人顧客に対し品質の高いトータル・ネットワーク・ソリュー

ションを提供する戦略を推し進めております。現状は、主として、当社がネットワーク関連サービスを

開発のうえ提供し、IIJ テクノロジーがシステムインテグレーション（以下、｢SI｣といいます。）を提

供しております。 

昨今の市場動向においては、クラウド・コンピューティングとのコンセプトの台頭に見られるように、

インターネットの普及およびインターネット関連技術の進展に伴い、通信と情報処理が同じ技術基盤の

うえで機能し、ネットワークと情報システムが一体の企業情報システムインフラとしてアウトソースさ

れていくとの方向がより鮮明となりつつあります。 

このような当社グループにとってのビジネスチャンスの更なる拡大を背景に、当社グループとして、

今まで以上に戦略を共有のうえグループ総合力を強化し効果的な経営体制へと変革していくことが適

当と認識し、この度、完全子会社である IIJ テクノロジーを吸収合併することといたしました。 

なお、IIJ テクノロジーは、本日付「完全子会社間における合併（簡易合併・略式合併）に関するお

知らせ」にて開示いたしましたとおり、本日開催の同社取締役会において同社の完全子会社である株式

会社アイアイジェイフィナンシャルシステムズ（以下、｢IIJ-FS｣といいます。）を吸収合併することを

決議しております。 

当社グループは、これら合併により、以下を実現してまいります。 

① サービス・SI を一体とした営業・サービス提供体制によるお客様に対する提供価値の向上 

② 運用の基盤共通化による競争力の向上 

③ 重点分野へのグループ技術リソースの最適配分 

④ 重複業務整理による管理部門の効率化 

 

２．合併の要旨 

（1） 日程 

平成 22 年２月４日     合併決議取締役会（IIJ および IIJ テクノロジー） 

平成 22 年２月４日     合併契約締結（IIJ および IIJ テクノロジー） 

平成 22 年４月１日（予定） 合併予定日（効力発生日）（IIJ および IIJ テクノロジー） 

 
※ IIJ は会社法第 796 条第３項（簡易合併）の規定により、IIJ テクノロジーは会社法第 784 条第１項（略式合併）の規

定により、本合併を取締役会にて決議しております。 

 

（2） 合併方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、IIJ テクノロジーは効力発生日をもって解散する予定です。 
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（3） 合併に係る割当の内容 

当社と当社の完全子会社との合併であるため、本合併による新株の発行、資本金の増加および合併

交付金の支払いはありません。 

 

（4）消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３．合併当事会社の概要（平成 21 年３月 31 日現在） 

（1） 商号 
株式会社インターネットイニシアティブ 

（存続会社） 

株式会社アイアイジェイテクノロジー 

（消滅会社） 

（2） 本店所在地 東京都千代田区神田神保町一丁目 105 番地 東京都千代田区神田神保町一丁目 105 番地 

（3） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 鈴木 幸一 代表取締役社長 菊池 武志 

（4） 事業内容 

インターネット接続およびアウトソーシング

サービスの提供、システムインテグレーショ

ンの提供並びに機器販売等 

情報ネットワークシステムの設計、構築並び

に保守、運用等のサービス提供等 

（5） 資本金 16,834 百万円（連結） 2,358 百万円（単体） 

（6） 設立年月日 平成４年 12 月３日 平成８年 11 月 26 日 

（7） 発行済株式数 206,478 株 46,005 株 

（8） 決算期 ３月 31 日 ３月 31 日 

（9） 従業員数 1,602 人（連結） 449 人（単体） 

（10）当社株主に帰属する資本

（連結）、純資産（単体） 
25,169 百万円（連結） 3,692 百万円（単体） 

（11）総資産 52,301 百万円（連結） 10,565 百万円（単体） 

（12）１株当たり当社株主に帰

属する資本（連結）、１

株当たり純資産（単体） 

124,265.27 円（連結） 80,242.00 円（単体） 

（13）営業収益（連結）、売上

高（単体） 
69,731 百万円（連結） 25,452 百万円（単体） 

（14）営業利益 2,917 百万円（連結） 813 百万円（単体） 

（15）当社株主に帰属する当期

純利益（連結）、当期純

利益（単体） 

1,419 百万円（連結） 168 百万円（単体） 

（16）１株当たり当社株主に帰

属する当期純利益（連

結）、１株当たり当期純

利益（単体） 

6,917.87 円（連結） 3,642.94 円（単体） 

（17）大株主および持株比率 

日本電信電話株式会社            24.45％

THE BANK OF NEW YORK MELLON AS  

DEPOSITARY BANK FOR DEPOSITARY  

RECEIPT HOLDERS                  7.74％

鈴木 幸一                     6.21％

伊藤忠商事株式会社                5.05％

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ 

株式会社             4.94％

株式会社インターネットイニシアティブ 

 100.00％

（注）上記（17）について、当社の大株主である「THE BANK OF NEW YORK MELLON AS DEPOSITARY BANK FOR DEPOSITARY RECEIPT HOLDERS」

は、当社株式の預託機関であり ADR（米国預託証券）の発行会社であるニューヨークメロン銀行（The Bank of New York Mellon 

Corporation）の株式名義人であります。 

 

４．合併後の状況 

本合併による当社の商号、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期の変更

はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社と当社の完全子会社との合併であり、合併による連結業績への直接的な影響はありま

せん。 

 

以上 


